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財部支所 0986-72-0931企画課・地域振興課

【広報係】

１ 情報発信事業 ４，９２３万円

広報紙は，市民と行政のパイプ役として，わかりやすい広報紙の編集を心がけ，市の情報発

信に努めています。

ホームページについては，広報紙の掲載はもとより観光や特産品，イベント情報などを発信

し，各種SNSについても，市内外の方へ情報提供を行っています。

また，曽於市コミュニティFM放送局「SOO Good FM（そおぐっどえふえむ）」を活用し，

新しい情報や緊急の情報をお届けします。

(1) 市報「そお」の発行

市役所からのお知らせや地域の話題，行事の

結果など，市のさまざまな話題を掲載するよう

に心がけ，毎月1４,５００部発行します。地域

の話題がありましたらお知らせください。また，

一般企業等の広告掲載も行っています。

(２) 曽於市PR大使制度

市の知名度の向上とイメージアップにご協力

いただける方々に，「曽於市PR大使」を委嘱し

ています。

現在，文化・芸術・スポーツ等の分野で活躍さ

れ，曽於市にゆかりのある１８名にご協力をい

ただいています。

(３) インターネットホームページの更新

市役所からのお知らせや行事内容，観光案内

など新鮮な情報をお送りするため随時更新して

います。また，一般企業等の広告掲載も行って

います。

(４) コミュニティFM放送局の支援

曽於市からのお知らせや地域の話題，防災，

災害時の情報伝達手段となるFM放送局に対し

て負担金を支出し運営を支援します。

・朝６時３０分～夜９時まで生放送

・定時放送：朝６時４０分，昼１２時４０分，

夜７時４０分
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２ 自治会放送管理事業 １，４６９万円

市の所有する有線放送施設を自治会放送に利用するための管理費です。自治会運営の効率化

と活性化に役立てます。

３ 地上デジタルテレビ放送難視聴地域解消事業 ４１９万円

地理的条件により地上デジタルテレビの視聴が困難である市内４０の共聴組合に対し，計画

的に運営補助を行います。

【定住推進係】

1 にぎわい「そお生」事業 １，７８６万円

(1)思いやりそお市民祭 ９００万円

農畜産物や加工品等の即売，企業・商店・福祉施設

による販売，飲食ブース・子ども広場・健康相談など

の各コーナーや各種文化団体や園児から高校生までの

発表，有名タレント等が出演する歌のステージなど，

市民総参加の祭りです。

(2)古民家再生活用事業 ７００万円

市が所有する古民家の有効活用及び地域活性化を図るため，古民家再生活用モデル提案事業

補助金を交付し，地域の活性化を図ります。

２ 移住交流推進事業 ３２７万円

移住希望者からヒアリングを行い，希望者のニーズに沿ったツアーを

実施し定住人口の促進を図ります。

・オーダメイド型移住体験ツアー

・移住・田舎暮らし情報サイト「曽於ぐらし」

による情報発信事業

３ 地域おこし協力隊事業 ９５７万円

都市地域から過疎地域等に住民票を異動し，生活の拠点を移した者

を「地域おこし協力隊員」として委嘱し，一定期間地域に居住して，

曽於市のＰＲや地域ブランド発信等の地域おこし活動を行います。

令和４年度活動内容

・農業活性化事業・地域の英語力育成・起業・創業支援
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４ 定住促進対策事業 ４ ,８７４万円

( 1 )住宅取得祝金等支給制度 １ ,９０0万円

市内に居住するため住宅を建設又は購入した方に対して，祝金等（地域商品券及び現金）を

支給することで，市内定住促進と市内経済の活性化を図ります。

対象者：市内に居住するため住宅を新築または購入した方。

【支給条件及び支給金品等】

ア 新築・購入（中古含む）の場合 （商品券５万円分＋現金５万円）

イ 転入加算 転入して１年以内の住宅取得の場合（商品券10万円分＋現金10万円）

（但し，本市から他の市町村へ転出し，転出後３年以内の再転入は転入とみなさない。）

ウ 子ども加算（18歳以下） １人あたり（商品券５万円＋現金５万円）

（但し，２０万円上限）

(2)定住促進住宅用地分譲事業 ２ ,１９１万円

若者の定住促進を図り，地域の活性化につなげるため，下記の住宅用分譲地

の販売促進を行います。

・大隅町地区 大隅北分譲地

（７区画）１区画当たり坪8,000円

・大隅町地区 大隅南分譲地

（８区画）１区画当たり坪8,000円

大隅町 大隅北分譲地 大隅町 大隅南分譲地

令和４年度は財部地区に

「さくら並木ニュータウン」分譲

地の販売を開始します。

・区画数 ２４区画

・平均坪数 約１１８坪

５月下旬を目途に分譲開始予定で

す。
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(３)空き家バンク登録住宅改修補助事業 ２００万円

地域経済の活性化と空き家の有効活用，市民の生活環境の向上及び定住促進を

図るため，空き家バンクに登録された物件の改築工事費・家財道具処分費等の一

部を補助する事業を実施します。

但し，空き家の改築を行う業者は，市内業者に限ります。

【補助基準】

・工事経費が２０万円以上

・対象工事費の３０％

・最高５０万円補助

(４)市有地活用定住促進補助事業 ３００万円

市有地の有効活用及び定住人口の増と地域の活性化を図るため，市の所有する

土地を購入し住宅を建築する際に購入費用の一部を補助する事業を実施します。

【補助要件】

◆市外からの転入後１年以内に市有地を購入し，購入後１年以内に住宅を建築

した場合

・補助額 土地取得価格の１０％

・最高５０万円補助

◆曽於市在住者または曽於市へ転入後１年間を経過した後に市有地を購入し，

購入後１年以内に住宅を建築した場合

・補助額 土地取得価格の１０％

・最高３０万円補助

◆民間業者で居住用の建売住宅を販売する目的で市有地を購入し，購入後１年

以内に建売住宅を建築した場合

・補助額 土地取得価格の１０％

・最高３０万円補助

５ 結婚応援事業 ９９万円

結婚を希望する方の出会いや成婚に向けた支援

を行う県の「かごしま出会いサポートセンター」

と連携し，市が独自に行う婚活イベントの参加者

増に繋がるようＰＲの充実を図ります。

６ 地域情報化計画事業 １ ,５９７万円

新型コロナウイルス感染症の影響により個別の手続きが必要とな

る方や高齢化の進行に伴う交通弱者の方などの行政サービスの利用

が可能となるよう「コネクテッドカ

ー」を導入し，住民サービスの向上

を図ります。今後も情報通信基盤

整備などによる市民生活の向上，

行政サービスの効率化・高度化を図

るためＩＣＴの活用に取り組みま

す。
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【企画政策係】

１ 企画事務費 ２２２万円

(1) 総合振興計画，過疎計画，辺地計画等の策定及び進行管理 １２８万円

第２次曽於市総合振興計画では，平成28年度から令和7年度までの10年間で達成すべき

本市の将来像を「豊かな自然の中で みんなが創る 笑顔輝く元気なまち」と掲げ，市民

の笑顔が輝き，次世代に誇れる元気なまちを目指して取り組んでいます。

また，総合振興計画の実施計画において掲載した各施策・事業

について，システムによる進捗管理を行い，事業等の見直し等を

実施し，事業等の最適化を図ります。

そのほか，過疎計画や辺地計画について，年度毎に事業の進捗

を振返り，見直しを行いながら，財政上の特別措置である起債を

活用したまちづくりを図ります。

(2) 広域行政 ９４万円

大隅総合開発期成会（大隅半島地域４市５町）等の一員として，産業・経済・文化等の

総合的な整備を図るため，地域の重点的な課題について国や県など関係機関に対する要望

や提言を行います。

【主な広域団体】

・大隅総合開発期成会（４市５町）

・環霧島会議（５市２町）

・都城広域定住自立圏協議会（３市１町）

【曽於市関連の主な要望事項】

・東九州自動車道の建設促進

・都城志布志地域高規格道路の建設促進

・農畜産物振興対策の充実・強化

・東九州自動車道

暫定２車線区間（末吉財部～隼人東）の早期４車線化

２ 交通対策事業 １億３４万円

曽於市思いやりバス・思いやりタクシーについて，引続き無料乗車券交付制度の周知を行い，

高齢者等の移動手段の確保として，公共交通の利用促進に努めます。

さらに，複数の自治体に跨る民間バス路線の運行を国県及び関係自治体と連携・支援し，広

域圏の交通手段の確保に努めます。

また，令和４年度には，地域公共交通のマスタープランとなる曽於市地域公共交通計画の策

定を行います。

【利用料】

思いやりバス・思いやりタクシー

利用料（乗換を含む） 片道 大人２００円

子供１００円
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３ 土地対策費 ２０万円

主に国土利用計画法に基づく，一定面積以上の大規模な土地取引の

県への届出事務及び土地取引動向の概況等を把握するため，県が行う

土地取引規制基礎調査業務委託に関する経費です。

・届出が必要となる面積要件

都市計画区域内 5,000㎡以上

都市計画区域外 10,000㎡以上

・届出の時期

契約締結後２週間以内

４ 地域IoT実装推進事業 ３４０万円

地図データとドローンやタブレット等の通信

機器を連動して使い，様々な現場の災害関連情

報の収集と共有をしやすくし，業務を効率化し

ます。また，田畑や有害鳥獣に関する現地調査

など，農林業分野においても活用していきます。

５ やまびこ館管理費 １１９万円

平成19年度に整備したやまびこ館を，曽於市

の北の玄関口としての財部駅，思いやりタクシー

や思いやりバスの待合所，市の農林産物及び特産

品を活用した地域食材の提供施設，市の産業や観

光・イベント等の情報の発信及び都市住民との交

流を図る拠点として維持管理していくための経費

です。また，ICTの活用による住民サービスの向

上を図るため。令和４年度は，公衆無線LANを整

備します。
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６ 弥五郎伝説の里管理費 ３,０３６万円

入浴施設が完備された「健康ふれあい館」，多目【主な事業内容】

的広場，遊具，桜並木のライトアップ等が整備さ・弥五郎伝説の里指定管理料

れています。市民の生きがいとふれあいの場，福・温泉施設昇温用熱源取替

祉や健康増進に寄与する施設として維持管理，整・業務用食器洗浄機購入補助

備するための経費です。
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【統計・男女共同参画係】

1 男女共同参画推進費 １９２万円

(1) 男女共同参画推進事業 １９２万円

男女（みんな）がお互いにその人権を尊重しながら責

任を分かち合い，男女が社会の対等な構成員として性

別に関わりなくその個性と能力を十分に発揮すること

ができる「男女共同参画社会のまちづくり」のため講演

会や各種セミナーを実施します。また，市民が家庭生

活や職場，地域活動などのあらゆる場面で，ともに活

躍できるよう啓発活動に努めます。（啓発内容：男女共

同参画週間おける取組や各種イベント時に県男女共同

参画推進員と啓発。その他そおＦＭ・市報を利用して

の啓発等）

今年度は，市内企業と連携し，男女共同参画の視点

に立った意識や慣行の見直しや，ワーク・ライフバラ

ンスが推進されるように事業主への啓発活動に努めま

す。

2 ＤＶ及被害者支援事業 ３８万円

「あらゆる形態の暴力の根絶」を基本理念に策定された「曽於市配偶者等からの暴力防止及び

被害者支援計画」に基づき，暴力を認めない社会の実現と，市民が安心して暮らせるまちづく

りを目指します。そのため，ドメスティックバイオレンス（DV）に対する理解促進や被害者支

援のため研修会等を開催したり，被害者が一人で悩まず，早期に相談できるよう，相談窓口の

周知を図ります。また，DV及びストーカー被害者支援として，被害者が緊急一時避難するた

めの宿泊施設や食事の提供，身の回り品などの命の保護と生活の支給を行います。

３ 統計調査関係 ３１２万円

令和４年度は，下記の統計調査が行われます。

国が実施する指定統計につきましては，国の色々な施策の基礎資料として利用されます。各

種調査の趣旨をご理解いただき，調査へのご協力をお願いします。

(1) 学校基本調査（基準日５月１日） (2) 市町村民所得推計調査

学校に関する基本的事項及び施設等の状況を 市町村経済の規模，構造，水準を明らかに

５月1日現在で調査し，学校教育行政上の基礎 し，地域経済の現状分析や行財政施策の立案

資料とします。 などの基礎資料とします。本年度は令和元年

分を調査します。

(3) 就業構造基本調査（基準日１０月1日） (4) その他調査

5年毎に行われる調査で，地域別の就業・不 県人口移動調査や労働力調査・社会生活基

就業の実態把握を行い，県などの雇用政策，経 本調査・住宅・土地統計調査単位区設定等が行

済政策などの各種施策に活用されます。 なわれます。

( 5 )曽於市統計書作成

上記の統計調査結果や市役所の各課の実績を

基に，統計書を作成します。
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【企業政策係】

１ 企業振興費 ５，０４６万円

(1) 企業誘致活動

主要都市の鹿児島県事務所や各種団体，曽於市企業誘致支援員などを通じて，企業誘致活動

を実施していきます。また，市内の立地企業で構成する「曽於市立地企業懇話会」等との連携

による情報交換や新規事業開拓等を図り，事業拡大や雇用促進を支援していきます。

併せて，市内の中小企業の人材育成と将来の産業基盤の高度化を目的とする「企業人材育成

事業補助金」や，若年層の就業希望が多い，情報関連企業等の誘致を促進するため「企業宿泊

研修誘致促進補助金」により，市内企業の企業力アップと新たな産業雇用の創出を推進します。

(2) 雇用促進・工場設置補助金

曽於市内に進出した企業又は既に立地してい

る企業が工場の新設又は増設するために，家屋

及び償却資産並びにその敷地である土地の取得

に要した経費，地元雇用に対して，一定の補助

金の交付や固定資産税免除等を行なうことによ

り，本市の工業（産業）の開発を促進します。

立地協定 ㈱湯前

○曽於市工業開発促進条例による補助金の交付

[要件] 曽於市と立地協定を締結すること

[対象業種] 製造業，ソフトウェア業，情報処理サービス業，

インターネット附随サービス業，情報通信技術利用事業，研究開発施設，流通業

・工場用地取得に係る補助金および工場設置の設備投資額に係る補助金

工場等の新設，増設等のために必要な工場用地の取得に要した経費及び設備投資合計額の

10％を補助します。（４,000万円が限度となります）

・雇用促進に係る補助金

新設・増設工場等に５人以上（増設で常時雇用者が２０人以下の工場等は３人以上）の新規

地元雇用者が，６か月以上継続して雇用されている場合に，１人あたり10万円を３年間補

助します。（1,000万円が限度となります）

○曽於市企業立地の促進等による地域における固定資産税に関する条例による課税免除

[対象業種] 製造業，情報通信業，情報通信技術利用事業，運輸業，卸売業，

自然科学研究所（生産設備取得価格の条件有り）

○曽於市過疎地域産業開発促進条例による課税免除

[対象業種] 製造業，情報通信技術利用事業，旅館業（生産設備取得価格の条件有り）

○曽於市工業開発促進条例による課税免除

[対象業種] 製造業,ソフトウェア業,情報処理サービス業,インターネット附随サービス業，

情報通信利用事業，研究開発施設，

流通業（固定資産の取得価格合計額が2,500万円以上）
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(３) 雇用創出関連施設等整備補助金

市内に工場等関連施設（上水施設・排水施設・私設道路等）を新設，増設又は移設して雇用

機会の拡大を行う事業者に対して補助金を交付するものです。

【補助事業内容】

[要件] 曽於市の指定する事業者であること

[対象業種] 製造業，ソフトウェア業，情報処理サービス業，

インターネット附随サービス業，情報通信技術利用事業，研究開発施設，

流通業，一部農業施設（製造部分があること）

・雇用創出関連施設等の整備に係る補助金

工場等の関連施設の新設，増設等のために必要な経費の３分の１を補助します。なお，

３人以上の新規雇用者の増加が必要です。（上限額５００万円）

(４) 人材育成事業補助金

市内の中小企業者が行う人材育成に要する経費を補助することで，中小企業の競争力向

上を助け，地域産業の活性化と将来の産業基盤の高度化を目指します。

【補助事業内容】

[要件] 本市の区域内に存する中小企業者であって，市内に事業所を有し，かつ１年以上事

業を営む事業者であること。

[対象となる経費]

(1) 事業所において研修会を開催する場合

ア 講師料・旅費（必要不可欠な宿泊費含む）

イ 会場借上料

ウ 教材費（教材の作成・購入に係る費用）

(2) 研修会へ派遣する場合

ア 受講料

イ 旅費（必要不可欠な宿泊費とし，全体事業費の２分の１以下とする）

ウ 資格取得費用（ただし，旅費においては，最も経済的な通常の経路及び方法により移

動した場合の旅費のみを対象とします。）

・雇用人材育成事業に係る補助金

補助金の額は，予算の範囲内で，補助対象経費の合計額の２分の１以内とします。

（上限額１０万円）

(５) 企業合宿誘致補助金

福岡・沖縄を除く九州以遠の情報関連事業を営む企業（IT関連企業）が曽於市内の宿泊施設

を活用して研修や合宿を行う際にその費用の一部を補助し，市内にない業種の企業や仕事を

将来において誘致することを目的として実施するものです。

区分 補助金算出式 上限

上限１万円

１人当たりの補助 補助対象経費÷補助事業参加者数×1/2 (１万円に満たない場合には1

金額 00円未満を切捨てた額)

１補助対象事業者 １人当たりの補助金額×補助事業参加者数 上限10万円

当たりの補助金額
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２ テレワーク・起業創業推進事業 １２８万円

新型コロナウイルスの感染拡大を契機に国民の意識・行動の変容が見られることを踏まえ，

サテライトオフィスの開設やテレワークを活用した移住・滞在の取組等を推進することにより

地方への新たな人の流れを創出するため，大隅曽於地区消防組合財部分署跡を改修し，令和２

年８月にテレワーク・起業創業施設（シゴトバ３ラボ）を開設。

この施設ではＩＣＴを活用した時間や場所にとらわれない柔軟な働き方の推進に加え，これ

から起業を考えている人，起業して間もない方の相談相手として，目標達成をサポートしなが

ら一緒にビジネスを産みだすパートナーである「インキュベーションマネージャー」を配置し，

起業創業の推進を図ります。

３ 曽於市土地開発公社

公共用地の取得や管理及び処分等を行うことにより，地域の秩序ある整備と市民福祉の増進

に寄与することが目的です。

【土地保有状況】

・内村工業団地（農工団地用地取得造成事業）

・菅渡地区特定住宅地用地 ・上町地区保健センター用地
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４ 山中貞則顕彰記念事業 ２，１６８万円

国内の政治・行政・経済・文化等の振興発展

に大きく貢献し，郷土の誇りである山中貞則

氏の功績を讃えるとともに，将来を担う若者

の勉学修行の場として，山中貞則顕彰館を平

成26年４月に開設しています。

新型コロナウイルス感染症の影響により本

年度に延期した山中貞則生誕100年記念事業

を関係団体等と連携して記念講演や企画展実

施に協力し，来館者数の増と施設の更なる広

報に取り組みます。

彰記念事業 １，８０６万円

【施設整備係】

１ 南九州畜産獣医学拠点事業 ４，５６７万円

財部高校跡地に全国の獣医系大学から学生

を受け入れ，国際基準の共同利用実習拠点と

しての機能を持つ，南九州畜産獣医学拠点を

鹿児島大学との連携を強化して取り組みます。

現在の教室や職員室を，大学水準の教育研

究が可能となるよう，講義室や実験室，教育

研究室，学生の宿泊室などへ整備し，臨床用

並びに動物福祉に配慮した家畜飼養管理実証

のための家畜飼養施設（牛舎３棟，鶏舎１棟）

の整備を行います。また，産官学連携を行い，

新たな産業を創出することを目的とする賃貸

オフィスを整備します。

この拠点を整備することにより，市外から

の新しい人の流れ，専門人材の育成及び新た

な雇用の場の創出を行うことを目指します。
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直通 本庁 0986-76-8803
大隅支所099-482-5921
財部支所0986-72-0931財政課・地域振興課

【財政係及び施設整備・管理推進室】

１ 財務管財事務費 ２，７５９万円

分筆登記業務委託料，固定

資産台帳LGWAN管理システ

ム保守業務委託料，新地方公

会計制度連結財務書類作成業

務委託料，財務会計システム

改修業務委託料が主な経費で

す。

【財政係】

１ 公債費 ２８億１，８４６万円

市有公共施設や道路改良工事，土地基盤整備，

消防施設整備等の各事業を実施するため，財政

融資資金や簡易保険，民間資金からの長期借入

に対する元金と利子の返済金です。

本年度は，元金27億4,932万円，利子

6,914万円を償還する予定です。

【入札契約係】

１ 入札契約事務費 ５８１万円

本市の事業執行に伴う入札，契約事務及び入札参加資格審査申請の受付事務等に要する経

費であり，契約管理システム使用料，電子入札共同利用参加市町村負担金及び入札参加資格

審査申請受付の事務補助員報酬が主なものです。
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【施設整備・管理推進室】

１ 各支所庁舎管理費 １億８，７４１万円

庁舎の光熱水費や施設修繕費，夜間警備委託

や清掃業務委託など施設を維持管理するための

経費と本庁の既存庁舎改修等経費です。

令和４年度

本庁 １億５,８８５万円

大隅支所 １,５４０万円

財部支所 １,３１６万円

本庁

２ 車両管理費 2，6２８万円

財政課が管理している公用車の維持管理費で，財政

課では5０台（大隅9台，財部13台，本庁2８台）の

公用車を管理しています。燃料費や車検代，全課の公

用車の任意保険料等の経費が主なものです。

令和４年度は，新規車両を１台計画しています。

３ 普通財産管理費 １，３８４万円

廃校になった旧中学校等の普通財産の敷地や建物等

を管理するための経費であり，施設の光熱水費や施設

修繕費，市有地管理業務委託料が主なものです。
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４ 庁舎整備事業 ６億５，０８３万円

市役所本庁舎の増築工事を行い，大規

模災害時における庁舎の機能維持と長寿

命化を図るとともに，市民の窓口サービ

スの利便性を向上させます。

増築庁舎は，令和４年10月開庁を予定

しています。

本庁舎増築本体工事

事業費 10億2,500万円

令和３年度 6億1,500万円

令和４年度 4億1,000万円 増築庁舎（建設中）

【大隅支所 地域振興課】

１ 大隅支所庁舎整備事業 １億６１３万円

老朽化した大隅支所庁舎の建替を行い，

大規模災害時における庁舎の機能維持を

図り，市民と職員の安全性を高めます。

また，大隅中央公民館等との併設など，

公共施設の集約化・複合化を検討してい

きます。

＜現庁舎＞

竣工 昭和33年（築64年）

大隅支所

【財部支所 地域振興課】

１ 財部支所庁舎整備事業 ５５２万円

老朽化した財部支所庁舎の建替を行い，

大規模災害時における庁舎の機能維持を

図り，市民と職員の安全性を高めます。

庁舎建設にあたっては，公共施設の集

約化・複合化を検討していきます。

＜現庁舎＞

竣工 昭和41年（築56年）

財部支所
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直通 本 庁 0986-76-8804
大隅支所 099-482-5922
財部支所 0986-72-0932税務課・地域振興課

【市民税係・固定資産税係・納税管理係・滞納整理係・税務係（各支所）】

－市税は，私たちの生活を支える糧となっています－

市税の相談については，気軽に税務課へおいでください。

税務課では，『適正かつ公平な賦課及び収納管理』に努めることを基本理念としなが

ら，市税(市民税，固定資産税，軽自動車税，市たばこ税，国民健康保険税)の課税や収納，

証明書発行及び地籍情報管理等の業務を行っています。

１ 市税に関する事項

(1) 市民税

① 個人市民税 ８億９，８１５万円

給与，営業，農業，年金などの所得がある人が納める税金です。

② 法人市民税 １億４，０４３万円

市内に事業所を有する法人が納める税金です。

(2) 固定資産税 １７億7，５61万円

１月１日現在で，市内に土地，家屋，償却資産を所有している人が納める税金です。

税率は，課税標準額の1.4％となっています。

土地に係る税額を3億７,０４１万円，家屋に係る税額を７億９,５２９万円，償却資産

に係る税額を5億９,４５５万円，国有資産等所在市町村交付金として1,５３6万円を見

込んでいます。

(3) 軽自動車税 １億7，６７４万円

市内で軽自動車を所有している人が納める税金で，台数を26,869台と推定しました。

適用開始 H28.4から H2７.4以降 新規検査から H27.3以前

車種別 新規検査車 13年経過車 新規検査車

原動機付自転車 2,000円

四輪貨物自動車 5,000円 ６,０00円 4,000円

四輪乗用自動車 10,800円 12,900円 7,200円

(4) 市たばこ税 １億８，387万円

市内のたばこ販売店で販売されたたばこの本数に基づいて納められる税金です。

『たばこは市内で買いましょう』
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２ 市税以外に関する事項

(1) 手数料 ４３５万円

所得証明や資産証明及び督促手数料です。

(2) 県民税徴収取扱事務委託金 ４，５06万円

県から委託を受け，県民税を市民税と共に収納していることに対する委託金です。

３ 歳出に関する事項

(1) 地籍管理費 ８６５万円

地籍の基準点，筆界点の管理及び地籍システムの管理，運用のための経費です。

(2) 徴税費 ６，３８６万円

適正な税の課税処理や収納業務及び納税通知書発行等に係る経費で，主なものは，

課税業務や収納業務に係る電算システム委託料などです。

税務証明手数料一覧

証 明 区 分 単位 手数料 証 明 区 分 単位 手数料

納税証明書 １件 200円 固定資産証明 １件 200円

所得証明書 １件 200円 固定資産無資産証明 １件 200円

課税証明書 １件 200円 固定資産名寄帳証明書 １件 200円

土地台帳閲覧 １冊 200円 固定資産評価証明書 １件 200円

地籍図 A3 １枚 200円 固定資産公課証明書 １件 200円

（データ出力含む） A4 １枚 100円 住宅用家屋証明 １件 1,300円

航空写真 A3 １枚 300円 図根点座標値(ﾃﾞｰﾀ出力含む) １点 300円

一筆図（座標値を含む）（データ出力含む） １筆 500円

納税証明書（軽自動車継続検査用） 無 料

申告用国民健康保険税納付証明書 無 料

※ その他記載のない証明については税務課まで問い合わせください。

市税納期一覧

月種 市県民税 固定資産税 軽自動車税 国民健康保険税 納期限

徴収区分 普通徴収 － － 普通徴収

４月 ５月 ２日

５月 １期 全期 ５月３１日

６月 １期 １期 ６月３０日

７月 ２期 ２期 8月 １日

８月 ２期 ３期 ８月３１日

９月 ３期 ４期 ９月３０日

１０月 ３期 ５期 10月３１日

１１月 ４期 ６期 11月３０日

１２月 ４期 ７期 １２月２６日

１月 ８期 １月３１日

２月 ９期 ２月２８日

３月 ３月３1日
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直通 0986-76-8813会計課

【会計用度係】

会計事務費 9６７万円

市民の皆様に納めていただく各種税や料などの収納業務を行っています。また，行政の仕事

を進めるうえで生じる支払いや資金の管理をしています。

その他，事務用品や備品の調達及び管理を行っています。

各種税や料のお支払いは口座振替が便利で

す。

金融機関に口座振替依頼書が備え付けてあ

ります。預金通帳と通帳印をお持ちのうえ，

申し込みをお願いします。

＊市内で手続できる金融機関

・そお鹿児島農業協同組合

・ゆうちょ銀行（沖縄を除く九州内）

・南日本銀行

・鹿児島相互信用金庫

・鹿児島興業信用組合

・鹿児島銀行

コンビニでも各種税や料を納入できます。

是非ご利用ください。

＊市内のコンビニで納入できる各種税や料

・市県民税 ・固定資産税

・軽自動車税 ・国民健康保険税

・介護保険料（１号）

・後期高齢者医療保険料

・保育料

・住宅使用料（教職員住宅含む）

・上下水道料 ・浄化槽使用料

・育英奨学資金返還金

＊市内で納入できるコンビニ

・ローソン ・セブンイレブン

・ファミリーマート

なお，各種税に加えて，令和４年４月より

各種料（育英奨学資金返還金は除く）につい

ても，アプリ決済による納付が可能となりま

す。対象料等については，各納付書にてご確

認をお願いします。
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